


















焼津市議会 凌雲の会 行政視察報書 

焼津市議会 議長 石田江利子 様  

視察者： 焼津市議会 凌雲の会  会長  池谷和正   

会員  村松幸昌  河合一也  増井好典  

内田修司  奥川清孝   原崎洋一 

村田正春   四之宮慎一 

（報告）吉田昇一  

令和５年５月 15 日から 17 日まで 凌雲の会で 福岡県那珂川市、熊本県八代市、鹿児島県枕崎市・

いちき串木野市 において、行政視察調査をしたので、その概要について報告します。 

（視察地と項目） 

 5 月 15 日 那珂川市 「活力あるまちづくり推進事業について」 

 5 月 16 日 八代市  「豪雨災害時の議会運営（BCP）について」 

     枕崎市   「枕崎漁港について」 

 5 月 17 日 いちき串木野市 「認知症見守りタグについて」  

 

１ 那珂川市 「活力あるまちづくり推進事業について」 

那珂川市概要 

  福岡県の西部にあって大都市福岡市の都心部からわずか 13 ㎞のところに位置し、東部は春日市、 

大野城市、筑紫野市と、南部は佐賀県、北部・西部は福岡市に接し、南部は三方を背振連山に囲ま 

れ、那珂川が市の中央を南北に貫流し博多湾に注いでいる。 

那珂川市の博多南駅は 新幹線で博多駅より 8 分、通勤・通学に利用されている。更に博多駅から 

地下鉄で約 10 分で福岡空港も近い。 

地形は、おおむね楕円形で、南高（845ｍ）北低（15ｍ）の渓谷型をなし、南北 14.5 ㎞、東西 6.2

㎞、総面積は 74.95 ㎢。 

明治 22 年（1889 年）4月 30 日、町村制の施行により南畑村、岩戸村、安徳村の三村が誕生。昭和 

31 年（1956 年）4 月 1 日に市町村合併促進法に基づき、三村が合併して筑紫郡那珂川町となる。 

那珂川町発足当時の人口は 8,948 人、恵まれた自然環境や福岡市の都心部から至近の距離にあるこ

と等から人口は増加していき、町誕生から 62 年後の平成 30 年（2018 年）10 月 1 日に筑紫郡那珂川

町は、那珂川市となった。令和５年３月３１日現在で 人口４９，７８０人、２１，５２１世帯、

平均年齢４４．４７歳、６５歳以上割合２４．５％、外国人３２８人。 

令和５年度予算は、一般会計１９９億５１１９万２千円 特別会計１１０億５４６７万５千円。 

 

「活力あるまちづくり推進事業について」 

① 事業概要と所感 

   人口減少・少子高齢化の進行・核家族の進展や個人の価値観の多様化など、社会環境の変化に 

対応し、将来にわたって活力あるまちづくりを進めることを検討する必要から、令和元年７月から 

の第一期、令和３年８月から令和６年３月末までの第二期と進めている「活力あるまちづくり推進 

事業」で、「まち活 UP なかがわ」と呼称されている。 



市内で活動しようと思っている人、すでに 活動している人、市外に情報発信しようとしている人 

などを応援サポートする委託事業である。まちへの想いを持つ人々をヒヤリングシートなどを使っ 

て「発掘」し、面談やスキルアップ講座などで「磨き」、具体的に活動（チャレンジ）を実践しまち 

活発表会や LINE、Instagram、YouTube 等で広報し「魅せる」。こうして一人一人の思いが具体的な 

チャレンジとなり周りの人にも伝わり協力していく人活動していく人が増え、まちぜんたいの活力 

を向上させていくことを目標にしている。 

コーディネーターなど専門性が求められるが、委託先にそういったことの長けている人材がいる 

ということが大事である。 

結果を出す事業ではなく、将来の町への投資なので評価が難しいと感じたが、続けていくことで 

多くの市民にまちづくりへの興味を持っていただくことは良い活動だと感じた。 

ただ、この事業についての課題は、事業の主役である市民のやる気も含めて持続させていくことだ 

と思う。 

   この事業を 街づくり事業へ協力するマンパワー育成事業として捉えた時に、活力のある人材を 

 求めている事業ではあるが事業実績を見る限り、相談件数も減少しており 公金を使う事業として 

市民に対する説明責任と市民満足度に疑問がある、との所感を持った参加者もいた。 

 

 

 

 

 

 

 

② 焼津市にとって参考となる事案等  

  地域ごとにその周辺の核となる活動、チャレンジする人を発掘し、個々の熱量を周辺に伝播させ、 

その地域の活力が上がる仕掛けを考えるのは検討の余地があるものと思う。本市には８つの拠点と 

４つの軸を作るというという行政の構想があるので、それぞれの拠点の中で、行政と連携しつつ 

まちづくりの核になるような人を明確にして支援をしていくのは有効かと思える。委託業務でなく 

行政側が応援団だということを示したうえで、担当となる職員が直接伴走支援していくことが大事 

と思われた。特に若い人たちや、まちづくりに不満を持つような方に、実際に活動してもらうよう 

なシステムを作って提供していくことで、地域住民の声を聞いてまちづくりを進める行政の大変さ 

も理解され、まちづくりの在り方も変わっていくものと思う。市民を 

市のリソース（人材資源）として捉える発想は大いに参考になるものと思われる。 

  焼津の「まちなかサポーター」と同じような取り組みではないか。目標を見失なうことなく担当 

者が代わっても続けていくことが重要に感じた。 

  多くの市民に積極的にまちづくりに興味を持っていただくことは 大切なことだと思う。 

  市民の事業展開と新たな雇用を推進するうえで 市民自ら何処にどんな事業を展開したかにつき 

市として 限定された施設や土地ではなく、物や金を与える手法は非常に参考になる。 

  地域における個の力をまとめた人材ファイルなど防災面でも活躍できそうだと思う。 



それぞれの地域を、どう繋いでまちづくりをしていくか？、拠点整備と同時にソフト面での人や 

組織のつながりなど、共動でのチャレンジを通して繋がりや信頼を作ることの大切さをもう一度 

構築していった方が良いと考える。 

ベースとなる事業は、市がモデル地区を作り５年ほどのペースで進めていく方がベストだと考え 

られる。 

 

 

 

 

２ 八代市 「豪雨災害時の議会運営（BCP）について」 

八代市概要 

  平成 17 年 8 月 1 日に合併し、令和４年３月末で人口１２３,０５２人、世帯数５６,７２１。熊本

市の南約 40 ㎞に位置し、市域は東西約 50 ㎞、南北約 30 ㎞にわたり、約 681 ㎢の 面積を有す

る。全面積の約 73％が山間地、約 27％が平野部からり、日本三急流の一つである球磨川の河口に

位置する八代平野は、球磨川と氷川などから流下した土砂が堆積してできた扇状地と三角州を基部

とした沖積平野 と、藩政時代から行われてきた干拓事業により形成された平野である。 

交通アクセスは 九州縦貫自動車道、南旧称西回り自動車道のインターチェンジ、九州新幹線 

新八代駅国際貿易港で令和 2 年に国際クルーズ拠点「くまもんポート八代」が完成し八代港の交通 

の要衝となっている 

議員構成は（令和 4年 4 月 1 日現在）条例定数 28 人 現員数 28 人（自由民主党礎 6 人、自由民 

 主党 和 6 人 、自由民主党絆 5 人 、改革市民の会 4 人 、保守系無所属 3 人 公明党 2 人、 

日本共産党 1 人、 誠実 1 人）（なお、自由民主党が 3 つの会派に分かれているが 議会運営委員会 

での割り当て人数確保のためとのこと）。 

令和２年７月豪雨に関する事項を所管事項とする「令和２年７月豪雨に 関する特別委員会」(11 人)

がある。令和５年度予算は、一般会計６２３億１９６０万円 特別会計１１０億５４６７万５千円。 

「豪雨災害時の議会運営（BCP）について」 

① 事業概要と所感 

平成 28 年 4 月の熊本地震、令和２年７月４日に豪雨災害を経験し、そのたびに「災害時等危機管 

理マニュアル」を見直し、先進事例の調査もしながら より使えるマニュアルに 常にブラッシュ 

アップしてきた。「災害時等危機管理マニュアル」は自然災害・感染症等へ対応するもので、それぞ 

れの対策本部設置の要領を定めている。災害等発生時の議員・議会のとるべき基本行動を記載した 

ものである。 

熊本地震の時は、議長は市の災害対策本部にオブザーバーとして出席したが発言の機会も得られ 

なく、また市議会対策本部も設置したものの経験がなく、具体的な対応はできなかった。その経験 

をもとに、市議会対策本部の設置要領を見直した。 

令和２年の豪雨の時は、市の災害対策本部が立ち上がり、議長が被災されていたので、副議長が 

災害対策本部に出席し、そして議会対策本部を設置した。その後、全議員に情報提供を行った。 

議員側からも調査活動内容が報告され、互いに情報共有がなされた。 



業務対応として、市議会の各常任委員会に部会を設置して、所管事務の中で調査目的を決めて調 

査活動し、調査内容をまとめ、全体会議の中で情報共有を行った後、市長及び幹部職員に状況を伝 

達した。 

災害対策本部（執行部）が災害対応に専念できるように、議会としても配慮することとし、議員 

からの対策本部への問い合わせは原則禁止とし、また議員から得られた情報も、議会事務局が一括 

対応で、執行部に伝え情報共有を図った。災害時の対応としては大切なことと感じた。 

そして議会では特別委員会を設置して復旧復興に向けて調査活動を行った。議会対策本部を開催 

し、委員会方式で審議し、活動状況を踏まえ予算審議に反映させた。 

新型コロナウィルス感染症流行の中での 市議会としての行動及び対応がとても参考になった。 

 ３密を避けるためには、議員を参集しないとことや、災害対応している執行部には、対応に専念で 

 きるように議会としても配慮していた。また、市民への感染拡大を防止するため、議員それぞれが 

 各地域で人との接触を避け、伝達の仕方を工夫するなどの配慮も見られた。 

② 焼津市にとって参考となる事案等  

 完成度の高い八代市議会災害時等危機管理マニュアルについての調査を焼津市議会としても進め、

市長や執行部とも今後の対策を含め早急にシステム構築を進めるべきである。 

災害対策会議マニュアルの見直しを不断に行うとしている点は是非参考としたい。 
地元からの情報や要望の漏れがないように 市議会でも対策検討できる場を作って市の対策本部と

情報共有できるようにしたい。特に復旧・復興までも議員側も市民に寄り添ったところで確認できる

ことが望ましい。  

焼津市でも３つの常任委員会で災害調査のための部会を設置し、調査内容・目的を定めて活動する

のは効果的であると考えられる。 

各自治会の防災担当や市議会議員の情報が災害本部に届くようにすること、市議会としても対策本

部と情報共有が常にできる体制をとること、市の対策本部の解散後も、規模は縮小されても、復旧・

復興対策本部は継続させ、復旧・復興を互いに確認できるまで設置しておくこと、これらは是非とも

本市の行政と議会それぞれの BCP に加えたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 枕崎市 「枕崎漁港について」 

枕崎市概要 

令和３年１０月時点で、総人口１９,５８０人 、 世帯数９,２２９ 世帯、 面積： 74.78 ㎢ 

年間の平均気温は約 18℃、年間降水量は平均 2,000mm で、年間を通して寒 暑の差が少なく 

温暖で比較的多雨な土地である。夏から秋にかけては台風の通過頻度が高い。南部に東シナ海を 

臨みカツオの水揚げが全国有数規模の枕崎漁港を持つ。市街地が広がる花渡川（けどがわ）河口 

付近には平野が開ける。北部は山林、西部は野間半島に続く台地であり、同じく東部も南薩台地 

と呼ばれる台地が広がっている。奈良時代、隣接する坊津は日本三津（港）の“南”の玄関口と 

して大いに栄えた。枕崎市は、江戸時代には金の採掘やカツオ漁業でも大いに栄えた。さらに大正 

～昭和にかけて、近代カツオ漁の祖・原耕（はらこう）氏が南方漁場開拓に奔走し、カツオ漁技術 

の向上とかつお節生産量日本一となる今日の礎を築いた。江戸中期よりから行われてきた鰹節製造 

は、市内 47 工場で、年間 16,850 トンの節類（かつお節、さば節 等）を生産し、全国生産量の 

約 5 割を占め、生産量では「かつお節産地」となっ ている。 

昭和 6 年、南薩鉄道（現・ＪＲ指宿枕崎線）が開通、枕崎駅が日本本土最南端の始発・終着駅。 

平成２９年に南薩縦貫道が全線開通した。 

枕崎漁港では、昭和４４年 3 月に焼津漁港と同様な特定第三種漁港との指定 を受け漁港整備も 

年次的に整備されてきている。平成 11 年 7 月には、 漁港としては初めて開港（貿易港）し、 

同時検疫対象港の指定も受けた。近年で は、海外船舶の入港も数多くみられ、世界に開かれた港 

として、南方漁場や海外と消費地を結ぶ「南の水産物加工流拠点港」を目指すともに、伝統の遠洋 

かつお 一本釣り漁業を中心に「かつおのまち枕崎」の基盤づくりに努めているところで ある。  

令和３年 水産物取扱量 ６７,２９６ トン  取扱金額 １１４ 億 ２,９３１万７千円。  

万円 （輸入取扱金額 14 億 7,032 万円） 

枕崎漁港での取り扱い水産物１０万トン弱の約半分がカツオ類である。さば類、マグロ類がそれ 

ぞれ約２割となっている。 水揚げされたかつお類の多くは、かつお節に製造され、本節としての 

流通、荒節は削り節メーカへ納品、他は生食とされる。 

平成２８年５月に開設された枕崎漁港高度衛生管理型荷さばき所は，鰹節の原材料となる冷凍カ 

ツオ等を，安全で安心な水産物を供給できる高度な衛生管理体制を実現するため，水産物の陸揚げ 

から荷さばき，出荷の各段階での異物混入等危害防止を目的に整備した。漁港に関する衛生基準の 

強化により、国際衛生基準①HACCP②ISO22000③トレー サビリティ等に対応することとなった。 

高度の畑作主体で、茶・花き・さつまいも等特色ある農業を展開、「さつまいも」を原料にした 

本格焼酎「さつま白波」の故郷でもある。 

議会概要 議員数 条例定数 14 人 現議員数 14 人（平成 27 年 5 月 1 日）  

会派別構成（平成 30 年 4 月 1 日） 日本共産党 １人 無所属 13 人。 

 

 

 

 

 



「枕崎漁港について」 

① 事業概要と所感 

  漁場整備計画や高度衛生管理、基本計画に基づき令和 10 年までに整備が進められている。 

平成 28 年− 9 メーター岸壁(1 バース)・高度衛生管理型荷捌場供用開始。令和 2 年自動製氷施設 

完成。令和 4 年には− 9 メーター岸壁(3 バース)供用開始。令和 5 年には第 3 冷蔵庫完成となって 

いた。 

  高度衛生管理型荷捌場を導入した経緯については、近年の消費者の食の安全・安心に対する 

ニーズの高まりや、輸出促進と漁船の大型化に対応するため、海外まき網漁船が陸揚げする冷凍 

カツオ、マグロを取り扱う高度衛生管理型荷さばき所と− 9 メーター岸壁 1 バースの整備を進め 

てきた。 

  陸揚げフローが参考になった。まず、鰹陸揚げ後に場内への搬送は衛生面化で安心できる。 

陸揚げ時から場外搬出までの間の、サイズ等の機械選別時の選別状況の船主側確認。手選別時（キ

ズ・サイズ）荷役員での目視確認。トラックへの積込み作業時の漁協職員が確認に 買受人指定 

の運搬業者のトラックへの積み込み、 運搬業者へ伝票の発行では、複写伝票に漁協担当課長及び 

係長の確認して現場帳面に記帳し伝票を発行する二重チェック。所外搬出時には発行された伝票 

がなければトラックは出ることができないルールとなっている。荷捌き所からトラックスケール 

間の二カ所に、監視カメラを設置して録画保存している。トラックスケールでは伝票確認後計量 

して送料 空車 賞味両党が印字された伝票を発行し一枚を運転手が冷蔵庫や加工所へ提出する。 

もう一枚は漁協で保管しダブルチェック体制となっている。 伝票類確認及び仕切り書発行業務に 

おいて市場部会計課による、現場帳面、伝票、スケール伝票の枚数数量を確認後に不備がなけれ 

ば仕切り書を作成し陸揚数量と金額を確定するとしている。 

  魚市場内のデジタル化については、令和元年 9 月に日本無線株式会社より、高度衛生管理型荷 

捌所における衛生管理日報等の電子化(ICT)の提案があり、無料で数週間実際に使用してみたが、 

従来の方法と比べて利便性が感じられなかったため、本格的な電子化までつながらない結果とな 

っていた 

  少子高齢化の影響か新規職員応募が少なく、職員の高齢化が進み退職者(定年)が増え職員数は 

減少してきている、定年を迎えた方の再雇用で最低人数を確保している状況で、若手職員の補充 

が課題であるとのこと。見学させていただいた衛生的で清潔な労働環境を作っていても、少子化 

の影響か働き手を確保できないということは今後の水産業は非常に難しいと感じた。 

② 焼津市にとって参考となる事案等  

  高度衛生管理型荷さばき所や冷蔵庫などの設備を整備投資が必要である。 

  焼津の各漁港についても、今後さらなる近代化へ向け調査研究は必要である 

  漁協の市場部職員は 限定された業務ではなく、毎日ローテーションで配置されることや、 

スケール係も漁業職員が毎日交代制で従事しているなど、二重三重のチェック体制と人事配置の 

留・固定化防止をしている点は非常に参考となった。焼津漁港についても人材について調査研究 

を進めていきたい。 

魚市場内のデジタル化については、早急に取り組まなくてはならない。 

電子化の流れは労働力不足問題解消には必要である。 



４ いちき串木野市 「認知症見守りタグについて」 

いちき串木野市概要 

  薩摩半島の北西部で、東シナ海に面する。海・山・温泉などの自然と温暖な気候に恵まれた風光 

明媚、鹿児島市より北西に約４０㎞、JR で焼く４０分、南九州西回り自動車道で約２５分、3 つの 

駅・2 箇所の高速インターなど生活環境と利便性にも恵まれたまちである。 

面積 112.0４㎢、令和５年４月末現在の人口２６，２６３人、６５歳以上の高齢化率３９．２７％、 

７５歳以上の高齢化率２１．３８％。２０２０年の６５歳以上高齢化率（全国平均は２８％、焼津 

市は２９．９％） 

 丘陵地には牧之原に匹敵する茶畑とサツマイモ畑が広がっている。市内に焼酎の蔵元が８か所ある。 

名産に「つけあげ（さつまあげ）」。 

船隻数４２隻で日本一を誇る遠洋延縄漁の遠洋まぐろ漁船母港基地である。 

また、１年中ちりめん（しらす）漁ができる。 

令和５年度予算は、一般会計１６７億４２００万円。 

「認知症見守りタグについて」 

① 事業概要と所感 

  高齢化率が 39.27％と高く、徘徊高齢者の位置情報を探索する機器購入の助成を 平成 28 年度 

から開始してきた。徘徊の可能性のある方を登録し、もしもの時には登録している協力員に本人情 

報を配信して発見につなげるというものだったが、この制度があまり知られなかったこと、GPS の 

継続費用がかかること、機器の充電が約 3 日～17 日と短く、使い勝手が悪いことで、なかなか普 

及が進んでいなかった、また配信後の情報削除の確認ができないなどの課題があった。そのような 

状況の中、新たな仕組みで徘徊した方を見つける方法として ALSOK 社の「みまもりタグ」を令和 

4 年５月に導入することとなった。 

ALSOK (みまもりタグ)は重さ 14 グラム、専用靴対応品。電池寿命約 1年間で毎年の状況確認時 

に電池交換ができる。みまもりタグアプリのインストールは無料（通信料は別途必要）。見守りタ 

グを所持した人が感知距離約 50ｍに接近した際にアプリをインストールした人のスマートフォン 

の GPS を利用して 匿名の情報位置情報が自動で警備会社のサーバーに保存される。みまもりタグ 

と近づいたり離れたりしたことを通知もできる。行方不明になった場合、包括支援センターや高齢 

者支援係の担当者がサーバーにアクセスして、履歴を調べて大体の居場所が推察されることは捜索 

には役立てている。アプリはインストールしただけで、意識しなくても常に地域貢献ができている 

ことになる。 

認知症者の尊厳を損なわず、個人情報も守られ、本人の負担がなく位置を確認できることは良い 

ことだ。今後スマホの普及率が進み高齢者の保有率が上がるとスマホの GPS が使えるのでこの仕組 

みは不要になると考えられる。 

  市の予算はタグの機器代・電池交換代・専用靴の半額補助で１３万２千円。 

みまもりタグ導入自治体数として全国 13 自治体が導入している 

② 焼津市にとって参考となる事案等  

  焼津市でも見守りについての支援は進んでいるが、個人的な情報の取り扱いについてはまだまだ 

課題が多い。行方不明者の確保に向けた新たな取り組みが可能であることがわかった。 



  ALSOK「みまもりタグ」を導入する自治体が今後もっと増えたり、本市でも近隣市町で協力して 

導入できれば、バスの乗り越しや、市境の住民などが市外に行方不明になった場合でも早期発見に 

つながることになるので、とても有効な手段だと思われる。ただ情報として知っているだけでなく 

是非とも行政側でも導入の有効性を検討していただきたい。 

  比較的安価で導入でき、仕組みとしては負担が少ないやり方であり、全国規模の民間企業のサー 

ビスということもあり、東海地区では導入例がないので、アピールにはなると思われるので、焼津 

市でも導入しても良いのではないかと思う。また GPS を利用したタグの利用価値は認知症の方々の 

他に子どもの見守用とか用途幅は広がると考える。 

  徘徊の対応には、日頃からのネットワークが大切である。地域全体で支えよう、見守ろうと登録 

者や家族が安心して過ごすことができるような関係づくりをぜひ参考としたい。 

 

 

 

 

















焼津市議会 凌雲の会 行政視察報告書 

 

焼津市議会 議長 石田江利子 様  

 

視察者： 焼津市議会 凌雲の会  会長   池谷和正   

     副会長 村松幸昌 

     幹事長 河合一也 

会員  増井好典 内田修司  奥川清孝 

原崎洋一 村田正春 四之宮慎一 

井出哲哉 

（報告）吉田昇一  

 

令和５年 10 月 25 日から 26 日まで 凌雲の会で 京都府京田辺市、京都府亀岡市にて、行

政視察調査をしたので、その概要について報告します。 

（視察地と項目） 

 10 月 25 日 京田辺市 「 京田辺まち・ひと・しごと創生総合戦略について」 

 10 月 26 日 亀岡市  「 フリースクール授業料補助について」 

 

１ 京田辺市 「 京田辺まち・ひと・しごと創生総合戦略について」 

市概要 

   京田辺市は、奈良県と大阪府に接し、東に木津川、西に生駒山系に連なる甘南備山が 

控える豊かな自然に囲まれたまちで、古くから交通の要衝として栄えた。南山城地方の 

行政・経済・文化の中心地として発展してきた。 

昭和 40 年代から大規模な宅地開発や交通網の整備、学研都市の建設などにともない、 

市の人口が増加し、現在も人口増加が続いている。その主要因は交通アクセス。京都・ 

大阪まで 30 分以内の通勤圏内で、市内にはＪＲ片町線と近鉄京都線の２路線の電車の 

駅が９駅あるのが強みで、京都市のベットタウンとして、毎年人口が増加している。交 

通環境が整備されており、京都、大阪、奈良へのアクセスも良い。 

面積 42.92ｋ㎡、世帯数 29,815 世帯 男 34,253 人 女 35,964 人 総人口 70,217 人。 

市議会議員数は 20 人。高等学校２校、市立中学校 7校、私立小学校 17 校。 

 

「京田辺まち・ひと・しごと創成総合戦略について」 

（１） 事業概要と所感  

   第２期京田辺市まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和２年度から令和６年度の５年 

間で以下４つの基本目標を掲げ遂行中。 

① 子どもを産み育てやすく、誰もが活躍できるまちづくり 

② 地域経済を活性化させ、職・住が近接した働きやすいまちづくり 

③ 京田辺へ新たな人の流れをつくるまちづくり 



④ 持続可能で個性と魅力にあふれ、安心して暮らせるまちづくり 

京田辺市の独自推計によると、人口増は約 10 年後の令和 12 年（2030）まで続き、 

約 78,000 人まで達した後、緩やかな減少を見込んでいる。将来的な人口減少を抑える 

上でより効果的である施策として① 地域の特色を生かした産業の活性化、②事業活動 

を行いやすい環境整備③地域を支える雇用づくりとして立案している。 

ア、 コンパクトシティについて 

コンパクトシティについての施策は、ＪＲ松井山手駅中心の北部地域・ＪＲ京田辺駅 

 と近鉄新田辺駅中心の中心市街地の中部地域・ＪＲ三山木駅と近鉄三山木駅中心の南 

部地域で構成し、各地域(クラスタ)の周辺地域を都市機能誘導区域に設定し都市機能 

の集約を図っている。中心拠点(地域拠点)と居住区域(誘導区域)をバス路線で結ぶこ 

とで、一つの集約型都市構造（コンパクトシティ）となるよう整備を進めている。 

田辺中央北地区にて１６ha の、複合型文化施設を核に新市街地の整備を進めている 

が、開発区域内は乱開発がされておらず、整備のしやすさを感じた。南田辺西地区の 

６０ha（関西学術研究都市の文化学術研究地区のクラスタの一部）でフードテック関 

連企業の集積拠点を目指し令和６年度に市街化区域の編入・土地区画事業の認可し造 

成、令和９年度より順次引き渡しとなる方向。 

    街づくりの計画については、３０数年前の当時の京都大学名誉教授のまちづくりの 

グランドデザイン提唱から始まっており３か所の拠点を順次整備してきたので、市民 

からの特段の批判はなく賛同が得られスムーズに進んでいる。 

コンパクトシティまちづくりを形成していく上で、バス路線について運転手不足等 

で路線の減便や存続が課題となっている。また空き家については、一般社団法人 JTI 

のマイホーム借り上げ相談会を実施。ニュータウン高齢化による空き家については、 

公共交通のアクセスの良さから住み替えが進んでいるが、今後の空き家の増加が懸念 

されている。 

イ、子育て施策について 

はぐくむ子育て支援事業として、北部地域民間商業施設内に未就学児とその親が利 

用（一時預かり事業も行う）する「松井山手地域子育て支援センター」と、育児相談 

の「ハグハグルーム松井山手」を開設した。 

赤ちゃん訪問事業 家庭への保健師・助産師訪問 

子育て世代への経済的支援は、高校３年生までの医療費負担を上限 200 円/月。 

保育所と学童保育(留守家庭児童会) 市営の学童は、小学生対象で１８時半まで、 

支援員は高齢者が多い。 

令和 3 年に市立・私立幼稚園保育所改編整備計画をし地域内市立幼稚園と保育所 

の集約統合を準備し順次進めている、今年「大住こども園」を開園した。 

学童保育は 市の専用施設の不足と支援員・指導員の不足によって、市直営による 

対応が困難な状況になっているため、今後は民間活力を導入し受け皿の確保に努めて 

いく。 

  ウ、京田辺ソリデール事業 



    空き家対策の一環とし、大学のある町という特長を生かし、高齢者が若者に自宅の 

一室を低家賃で提供する代わりに、若者はお年寄りの心の支えになるような同居マッ 

チング事業のソリデール事業を令和 2 年度より実施して若者の定住を促進している。 

トータル８件の事例で、現時点では１件。長く続く事例は少ない。マッチング事業 

者は市が委託している、原資は地方創生交付金。 

    独居老人世帯の解消などメリットは大きいのではないかと思う。 

空き家対策・高齢者の一人暮らし見守り・地域の伝統文化を体験・人との繋がりなど 

全てをフォロー出来る注目の事業である。 

今後の 2025 年問題に関する一つの成果があればと感じる。 

 

（２） 焼津市にとって参考となる事案等  （参加者各位それぞれの意見） 

   ア、コンパクトシティについて 

焼津市でも立地適正化を図って将来的なまちづくりの構想に向けて誘導を図って

いく計画が進められようとしている。ダイヤモンド構想による拠点作りを早く市民

に定着させ、それぞれの拠点に魅力を持たせて行く必要がある。焼津市内２つの駅

の周辺以外の交通の利便性をいかに確保するか、この課題が最初に検討されるべき

であろう。 

    考え方の基本はその地域に合った、そして市民が望む環境整備を行うことで、住

民と今後住んでくれる市民を増やすことができる可能性がある。焼津市でも、交通

の拠点となる駅やインターチェンジを中心として、その地域に合った開発を行うこ

とが大事ではないか。確かにもともとその土地に住んでいる方々には今までと同じ

環境が一番であると考えることもあるだろうが、自分の孫の世代の生活を考え、道

路や区画整理など生活環境の整備を行うことや最終的に U ターンしてくれる魅力的

な子育て環境を整備することはまちづくりも目標となりうる。そういった整備に市

として投資することは価値があると考える。 

ニュータウンの高齢化などの空きや対策についても対応が必要となる。 

焼津駅、西焼津駅 2つの駅を中心としたまちづくりに 京田辺市ひとまちしごと創 

生総合戦略の基本目標の一つである「地域経済を活性化させ、職・住が近接した働 

きやすいまちづくり」が参考になるのではないかと考える。 

    焼津市も立地適正化計画（案）に示されているように焼津駅・西焼津駅・焼津

IC・大井川焼津藤枝 SIC・富士山静岡空港を中心として拠点エリアを設け、量的拡

大より質的向上を目指したい。また、京田辺市にはない焼津港・大井川港といった



水産資源を活用し、交流人口や就業機会を増やす努力をしたい。 

鉄道の駅周辺だけでなく開発に関するゾーニングは各エリアがしっかりと繋がる

様に設計されているところは参考になる。 

場当たり的な開発計画は意味の無いことも確認が取れた。 

市民がどの様にまちに住み続け、どうやってまちづくりに興味を持ち、参加して

いくか？ 

焼津市も東名・新東名高速道路ネットワーク内にある優良な立地と特三漁港と港

湾の二つの港を持つ特色を生かした、水産振興や物流効率高める環境整備が必要で

ある。 

地域経済の活性化を図るために、安定した雇用確保には京田辺市が計画立案して

いる都市計画上・用途地域を工業系に指定した土地整備事業を目指したい。 

    コンパクトシティを形成して、街づくりを推進していくうえで不可欠な、バス路

線は運転手など人材不足、感染症などによるバス会社の経営の悪化など、バス路線

の存続をどうするかという課題解決が必要と感じた。 

大幅にバス路線を改訂し、焼津市を南北貫く道路にバス停を配備し、バス停を拠

点とした街づくりは可能ではないかと思う。旧 150 号線、150 号線バイパス、西焼津

駅からの発着便、焼津駅からの発着便、焼津港からの海岸線などを線で結び、他地

域はデマンドで点で結ぶなど考えられる。 

コンパクトシティにおいては、民間バスとの協力体制や自主運行バス、デマンド

型乗合タクシー等、交通インフラの利便性を上げることが重要である。  

イ、子育て支援について 

    子育てに関する支援事業は妊娠から子育てまで、伴走型で相談体制、経済支援

等、焼津市でも充実していると思われるが、市立幼稚園と保育園をまとめて、市立

幼保連携型認定こども園を開園させていることは参考となる事例かと思われた。 

子供の減少により、令和 3年に京田辺市立幼稚園、保育園の統合を進めている、 

学童保育に、民間活力を積極的に活用して受け皿の確保を進めていく点、子育て支 

援等において、「補助制度等ではなく、環境をつくることが大切」というその姿勢は 

見習いたい。 

児童、学生のそれぞれの目線で子育て支援が必要と考えられる。大人の考えを子 

   どもに当てはめるのではないことが大切と考える。 

学生は卒業時に大都市に向かっていくが、戻りたくなるようなまちづくり、その 

   第一歩は市内の子どもたちに郷土愛を育むことだという言葉は大事な金言となる。 

ウ、「京田辺ソリデール事業」 

「京田辺ソリデール事業」は高齢者世帯が増加する当市でも方向性としては参考に

なる。ソリデールは、ひとり高齢者対策に有効であり、参考となる。 

高齢者と若者のマッチングで、空き屋対策と若者の定住促進は参考になる。 

焼津市内の大学は規模が小さいので単体では難しいが、もう少し幅を広げれば検 

   討の余地はあるかもしれない。 



この事業については、まだまだ研究が必要な部分があるが、日本らしさ・焼津ら 

   しさなど地域の特色と合わせた新たな交流事業として大きな可能性を感じる。 

マッチング事業者との研究も含めたプロジェクトで焼津市などこの志太地域全体 

   での取り組みに期待したい。 

    焼津市版ソリデール構想も十分可能だと思う。当市では福祉大があり、今後学生 

   の体験場所としては福祉を学ぶ上では有効ではないだろうか。 

独居老人宅に一人ではなく 2～3人程度の学生を配し共同生活などはまさに有効な 

   実体験になると思う。 

空き家の無料相談会を実施しているところ。JTI 一般財団法人移住住み替え機構 

   によるマイホームの買い上げ制度の説明会を実施している点も参考になった。 

    人口変化に対応する為には、それぞれの世代に合わせたまちづくりの計画が必要 

   であり、京田辺市の様に種まきの様に、地道に長いスパンで取り組む事業が将来的 

に大きな成果を生み出すと思う。 

 

２ 亀岡市 「フリースクール授業料補助について」 

市概要 

   京都府中西部の亀岡盆地および周辺山地に位置する。山に囲まれた盆地に保津川が流 

れる、霧のまちとして有名。面積は 242ｋ㎡。 

隣接する京都市と JR 山陰本線・国道 9号・京都縦貫自動車道などで結ばれ、京都市 

の中心部まで約 15km（電車で約 20 分）であり、また交通の便の良さから京都市のベッ

ドタウンとして機能している。また大阪府とも隣接しており、大阪市までは電車で約 55

分、神戸市までは電車で約 1 時間 20 分の距離である。 

令和５年 10 月１日現在 世帯数 40,347、男 42,288 人 女 44,550 人 合計 86,838 人 

市議会議員数は 24 人。 

 

「フリースクール授業料補助」について 

（１） 事業概要と所感 

亀岡市の不登校の実態は、ここ６年間で小学生２．４倍、中学生１．７倍と増加して 

いる。教室復帰に向け、学校に行きにくい児童生徒に対し「多様な学びの提供」をする 

ため、不登校児童生徒支援システム構築事業として校内適応指導教室（別室）での授業 

をやっている。詳徳中学校というブロックをモデル事業としてアセスメントシートの基 

づき、個に応じた児童生徒支援、居場所づくり（校内別室教室「なごみ」）での取り組 

み、小中連携で切れ目のない不登校支援をしている。 

   フリースクールと適応指導教室の実態は、適応指導教室は令和５年度で小学生８名、 

中学生２０名．フリースクールは学習支援の個人経営の「学びの森」９名、集団になじ 

めない発達障害児童生徒支援の一般社団法人の「ちとせ」９名、他には４つの認可フリ 

ースクール（オンラインも含め）があるが２名。亀岡市に住むすべての子どもたちの輝 

かしい未来を実現するために 2022 年 8 月に「子どもファースト宣言」をし、そのひと 



つの事業として 2023 年 4 月からフリースクール授業料補助を始めた。 

課題としては３０％ほどしか利用できていない。今後は福祉担当部署との連携がより 

重要であとの認識がある。 

   出席扱いとするフリースクール認可の流れは、保護者からの要望を学校が受け市教委 

に、説明を受け現場を調査し学習実態および学校とフリースクールの連携が取れるかを 

条件に、協議し、その児童生徒（個）に対し指導要録上出席扱いとするフリースクール 

として認可する。出席扱いのガイドラインは作成しているが、市の内部資料となってい 

る。認可の手順がしっかり決められていたところは参考になった。 

この認可されたフリースクールを利用する児童生徒の授業料負担に対し、本年度「学 

びの機会サポート事業」として、他市の状況を見てまずは月額１万円（フリースクール 

授業料は平均３～４万円）を上限に補助することで始められた。 

補助対象者の条件は ⑴教育委員会及び在籍学校長が児童生徒が通うフリースクール 

と情報共有すること。⑵保護者等が負担する授業料に他の制度による補助金等を受けて 

いないこと。⑶市税を滞納していないこと。 

最初の交付申請と、半年ごとの利用状況報告に問題なければ補助金を交付している。 

スクールからは学校へ 1か月毎の文章での報告書が提出される。 

亀岡市として、フリースクールに対しての経済的補助はしていない。フリースクール 

は人件費や諸々の雑費、教室の設備費などで高額の授業料は致し方ない。補助対象者が 

明確にされていることが必須だが、保護者が負担する授業料に対する補助は必要だ。 

フリースクール授業料補助に対し、大きな反対はなかったとのこと、担当部署・担当者 

の「様々な児童・生徒に対応するため・多様な学び」という強い思いを持って軸がぶれ 

ずに進めたものと思われる。これから発生する問題点に柔軟に対応する考え方がよく理 

解できた。限られた予算の中で、出来ることを決めて進めているところが良いと考える。 

 

 

（２） 焼津市にとって参考となる事案等  （参加者各位それぞれの意見）  

不登校が何故増えるのか分析を行い、根本的な対策を考えなければならない。学校へ 

通えない児童生徒にどんな形であれ学びの場、そして社会とのつながりを持たせるため 

の仕組みづくりが必要だと強く感じる。焼津市でも学校へ通えない児童生徒を含めすべ 

ての子どもたちが自立できる社会にするためにも行政も民間も一体となり支援体制を 

構築すること。小さな一歩だと思うが補助制度を焼津市でも考えるべきである。 

焼津市でも学校教育の中で低学年サポーターなど手厚い支援を行い、子ども家庭相談 



センターなど、相談窓口も充実してきている。適応指導教室も２か所で実施させている。

亀岡市でも課題とされていた福祉の手が必要という言葉にも、焼津市の学校福祉部の新

設が対応できているものと考えられる。焼津市の取り組みは充実しているものとは思う

が、それ以上に不登校を巡る教育現場は複雑多様化した課題が山積してきている。 

   焼津市で一つあるフリースクールとは連携が取れており、通う児童生徒の家庭への援

助があって良いかと思われる。事業者への支援も検討されていいと思われる。事業費も

それほど大きいものではない。校内での適応指導教室は教員の仕事量を増やすことにな

るが、学校区で小中協力の形態は取れないだろうか。更には元教員や福祉関係の経験者

らによる学習面や発達障害などに対応できる複数のフリースクールが今後求められて

くるものと思う。 

フリースクールの認可の手順は参考になった。学校とフルースクールが連携を取れる

ということが第一条件であるという点、定期的に家庭に報告するという点も大切とのこ

とは参考になった。 

焼津市が指導要録上出席扱いと認定するフリースクールの設置への考え方、授業料補

助制度の確立と専門スタッフの確保、いわゆるマンパワー育成も同時進行で早急に制度

設計が必要である。 

   授業料が安いフリースクールは、ゆえに人件費や経費がかなりの負担になっている。 

適正な授業料を負担してもらうことは、存続させるために不可欠だ。 

不登校を避けたい、将来に向けて更生に結び付ける施設としてこれから先絶対に必要

な施設と考える。 

   フリースクールの運営が潤沢にできるであれば市としても補助すべきではないかと

考える。少子化に向けて一人一人の子供たちは社会にとって大切な宝物だ。 

フリースクールを守る、子供たちを守るのは社会の義務と考える。 

いわゆる「教育機会確保法」による、学びの機会、場所としてのフリースクールに通

う児童生徒に対し、焼津市でも月額 10,000 円の補助をしたい。ただ、現在焼津市には

フリースクールが「しいの木」一つだけである。特色のある独自のカリキュラムを組ん

だ法人または個人が運営するフリースクールへの支援も考えたい。 

   不登校児を増やさない、そして不登校児には多様な学びの機会を提供する、フリース

クール授業料の補助に加え、不登校児受入の人数を確保する施策としてフリースクール

そのものへの補助も必要と考える。 

焼津市のフリースクールを１つでも多く増やすべきである。 

以上  

 






















































